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１．水資源機構の業務
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多目的で複数の都府県に関係する広域かつ利
害が対立する事業を、水資源機構が中立的な
立場に立って、効率かつ適切に運営
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豊川水系

筑後川水系

吉野川水系

淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系

水資源機構の業務

■全国７水系におけるダム、水路等による水の安定供給及び洪水調節等を行っている。
■複数省庁の所管にまたがる多目的かつ広域的な業務を一元的に実施している。

※フルプランエリア：将来の水需給の検討対象地域（原則として市町村単位）

面積

人口
（2008年）

製造品出荷額等
（2006年）

フルプランエリア

フルプランエリアの面積は約１７%であるが、

その人口と製造品出荷額等は約半数を占める。

フルプランエリア外

55.6%

44.6%

51.1%

16.7%

ＧＤＰ
（2003年）

約389㎥/s

約３４１㎥/s（８８％）

フルプランエリア
の開発水量

水資源機構事業シェア

●水資源開発水系
（フルプランエリア）

●水資源機構の業務と主務大臣

一元的に実施

農業用水の確保・供給 農林水産大臣

工業用水の確保・供給 経済産業大臣

水道用水の確保・供給 厚生労働大臣

ダム、水路等の
水資源開発施設の機能

主務大臣

流水の正常な機能の維持

洪水被害の軽減
国土交通大臣
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ポンプ場（霞用水）

水資源機構の業務

ダムの新築（大山ダム）ダムからの放流（徳山ダム）水路による配水（豊川用水） 水路の改築（利根導水）

取水堰（利根大堰）
水力発電所

年・季節によって雨
の降り方が異なる。

短くて急峻な河川。
上流で降った雨は、海まですぐに到達する。

ダムの適地は限られている。
一箇所で治水、利水、発電の機
能を持つ多目的ダム。

複数目的の水を取水する取水堰
河川は、自然の状態では水位が不
安定。このため、堰を設けて水位を
安定化。

水の落差を利用した水力発電。

農業用水
かんがい、畑作などに利用。
日々の変動が大きい。
水路は、地域の自然環境
の一部ともなっている。

水道用水
断水は、人々の
日々の生活に重
大な影響を与える。工業用水

経済活動を支える重要な水

多くの水を取水地点から浄水場
などに運ぶ長い水路。
末端の異なる利水者に、必要な
水量を確実に届ける必要がある。

工業用水

農業用水

水道用水

高低差のあ
る地域に水を
圧送するポン
プ場

ポンプ場

浄水場

調整池

水路に水の変動があって
も、安定して水を送るため
の調整池。

取水堰

ダム

■水資源機構は、利水、治水を目的とするダム、堰、湖沼水位調節施設及び用水路などの水資源の開
発又は利用のための施設の新築又は改築を実施するとともに、完成した施設の管理を実施している。
■管理業務として、ダム等では利水放流操作や洪水調節、用水路等では、複数利水者への配水調整及
び操作を行っており、その他水質等の調査・観測、施設のメンテナンス、防災時対応等を行っている。
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水資源機構の沿革

平成１３年１２月閣議決定 「特殊法人等整理合理化計画」

平成１５年１０月１日 独立行政法人水資源機構独立行政法人水資源機構 の発足

機構の目的（水資源機構法第４条）

「産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域に対する水の安定的な供給の確保を図る」

背 景 （昭和30年代）

経済成長の発展に伴う大都市圏での水需要の急増と農業用水の増加

水資源開発対策の必要性

関係省庁４公団案

水道用水公団
（厚生省）

水資源開発公団
（建設省）

水利開発管理公団
（農林省）

工業用水公団
（通産省）

２公団案

水資源開発公団
（建設省）

用水事業公団
（利水省）

水資源開発公団水資源開発公団

昭和３７年５月１日設立

水資源開発促進法に基づく水系指定

昭和３７年 利根川・淀川

昭和３９年 筑後川

昭和４０年 木曽川

昭和４１年 吉野川

昭和４９年 荒川

平成 ２年 豊川

愛知用水公団

昭和43年10月に統合



6役員９名、職員１，５６９名 （平成２０年度末定員）

利根川水系・荒川水系
１０事務所
（職員３２８名）

木曽川水系・豊川水系
中部支社・１０事務所
（職員３８５名）

淀川水系
関西支社・６事務所
（職員２２８名）

吉野川水系
吉野川局・３事務所
（職員１０２名）

筑後川水系
筑後川局・６事務所
（職員２２４名）

水資源機構の組織

本社（役員９名、職員２２８名）

総務部（２１名）

人事部（４８名）

財務部（３３名）

経営企画部（１６名）

管理事業部（２７名）

ダム事業部（１４名）

水路事業部（１５名）

用地部（１２名）

技術管理室（２５名）

環境室（９名）

監査室（４名）

理事長

副理事長

理事（５名）

監事（２名）

技師長等（４名）

総合技術センター
（職員７４名）
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建設事業の実施と費用負担の流れ建設事業の実施と費用負担の流れ

建設事業
資金の投下

水資源機構
交付金

補助金

資金の調達

毎年度精算還付

国

建設事業完了後の償還の流れ建設事業完了後の償還の流れ

◎利水事業者に代わって調達した借入金を、建設事業完了後、利水事業者から割賦負担金とし

て回収し、財投等に返済する。

借入金、債券

財投等

借入金の返済

負担金
（割賦負 担金）

利水事業者

毎年度の受入

割賦償還

借入金、債券

水資源機構
債券の償還

＊利水事業者：７水系に係る水道用水、工業用水及び農業用水の事業者

利水事業者分（割賦支払の場合）
利水事業者分（当該年度支払の場合）

負担金

（財投等）

翌年度の負担金と相殺

毎年の負担金

■水資源機構の事業実施に係る費用の財源は、治水に係る国の交付金、利水に係る国の補助金及び
利水事業者の負担金で構成されている。
■建設事業については、短期間に多額の資金を必要とするため、利水事業者に代わり水資源機構が資
金を調達し、事業完了後に当該利水事業者から返済を受けている。
■このように機構は各事業に係る財源で運営されており、国からの運営費交付金の交付は受けていない。

水資源機構業務の費用負担、資金調達

事
業
費
財
源

構
成
イ
メ
ー
ジ

治水 利水

補助金

財投等
（利水事業者）

交付金



２．水資源機構の内部統制について

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

②水資源機構における内部統制とは

③水資源機構のガバナンス

④顧客満足度の向上に向けて

⑤その他の品質確保・効率性向上の取り組み

⑥コンプライアンス確立への取り組み

⑦財務会計・契約経理での信頼性確保

⑧ＩＴにおけるリスクマネジメント、業務効率化

⑨監査（監事監査、内部監査、会計監査人監査）
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H21
S37

H15

防災業務計画→
S40

安 全 協 議 会→ S40
情報ｾｷｭﾘﾃｨｰ→

H8
役職員倫理規程→

H10
危機管理指針→

H10
セクハラ防止等→

H11
国民保護業務計画→

H18
倫理行動指針→

H20

水資源開発公団水資源開発公団 水資源機構

主なリスクに対する対応策

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

水資源機構におけるリスクマネジメントの重要性

■水資源機構にとって、水供給の阻害や洪水による被害発生が法人として最大のリスク
■このため、リスク管理の概念のない時代から、様々な個別リスクへの対策を実施してきた。

洪水氾濫区域内人口 約 １，９００万人
水道用水給水可能人口 約 ３，８００万人

工業出荷額への貢献 約 １２．７兆円
かんがい面積 約 ２００，０００ha

様々な個別の
リスクに対応する

対策を策定

リスクを適切に管理しなければ、水供給の阻害や洪水による被害発生により、リスクを適切に管理しなければ、水供給の阻害や洪水による被害発生により、
国民生活や経済活動に多大な影響を与えるおそれがある。国民生活や経済活動に多大な影響を与えるおそれがある。

水資源機構の責務

●国民の生活と経済を支える、安定的な水資源の供
給を年間を通じて間断なく実施

●河川管理者の権限の一部を代行し洪水調節等を
行っており、国民の生命・財産を守る治水対策を実施。

約３，０００kmの水路、１５箇所の堰・頭首工、１２６ｋｍの湖岸堤、４６箇所のダム・調整池、７８箇所のポンプ場等の施設により、

危機管理・リスク管理の
概念のない時代から

リスク管理を実施

危機管理・リスク管理の
概念のない時代から

リスク管理を実施
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具体の対応計画を持たないリスクの発現
一 対応組織の作成
二 具体の対応策の策定・実施

一 具体のリスク対応計画相互間の調整
二 新たに認知されたリスクへの対応策の作成の指示
三 リスク管理に係る計画等の制定又は改廃についての審議
四 その他リスク管理に必要な事項について調整・審議・指示

リスク管理に関する基本規程（平成21年３月制定）

リ ス ク 管 理 委 員 会
（平 時 の リ ス ク 管 理）

リ ス ク 管 理 委 員 会
（平 時 の リ ス ク 管 理）

対 策 本 部
（具体の対応策を持たないリスクの発現時に対応）

対 策 本 部
（具体の対応策を持たないリスクの発現時に対応）

理 事 長理 事 長

＜具体例＞

・H21 新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策本部の設置
※ BCP（案）の作成

※ 職員の罹患情報の収集

※ 罹患防止策の作成・周知

＜役職員等の義務＞
・ 日頃からリスクの把握に努め、リスクの低減に係る措置を実施する
・ リスクが現実化した場合には、リスクから生じる被害を最小限に止めるための対策を

迅速かつ適切に講じなければならない。

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

リスク管理に関する規程・体制

■平成２１年３月には、これまでの対応策を生かし、対応策間の調整等や対応策を持たないリスクの
発現時にも対応するため、「リスク管理に関する基本規程」を制定

・ 施設に係るリスク （防災業務計画）

・ システムに係るリスク （情報ｾｷｭﾘﾃｨｰﾎﾟﾘｼｰ）

・ 工事実施に係るリスク （安全協議会）

・ テロに係るリスク （国民保護計画）

・ 法令違反等に係るリスク （倫理規程・発注者法

令遵守規程・ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止等 等）

機構に係るリスク



11

■平成21年10月8日未明、強い勢力を維持した台風18号が近畿地方に接近。
■台風による大雨で、名張川名張地点水位が氾濫注意水位に近づき、名張市街地が浸水の危険。

この地図は、国土交通省国土地理院長の承認を得て、同院発行の５万分の１地形図を複製して作成した成果（承認番号 平18総複、第58号）を転載したものである。

※ 出典：津地方気象台、三重県気象速報より（一部加筆）

比奈知ダム

室生ダム

三重県

奈良県

和歌山県

大阪府

京都府 滋賀県

兵庫県

青蓮寺ダム

解析雨量積算図

（10月7日09時～10月8日09時、単位：mm）

台風１８号の経路（概略）
8日午前4時頃鳥羽市沖通過

淀
川 木津川

琵
琶
湖

名張川

8日午前3時 名張市危機管理室部長から、水資源機構木津川ダム総合管理所長に、電話連絡。

「このままでは名張川があふれる。ダムの操作により、名張川の氾濫を止められないか」

名張市街地

青蓮寺ダム青蓮寺ダム
比奈知ダム比奈知ダム

室生ダム室生ダム

奈良県

三重県

宇陀川

青蓮寺川

名張川

名張川

名張川上流３ダム名張川上流３ダム

午前３時の状況分析と予測

◆水資源機構が管理する３ダム以外の流域からの流入が多い。

◆３ダムの通常の操作では、名張地点の氾濫を止められない。

◆３ダム上流の総雨量を推測すると、ダム容量に少し余裕あり。

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

洪水リスクへの対応事例 （台風18号（平成21年10月8日）における名張３ダムの洪水調節 ① ）
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■降雨、ダム流入量等を予測・監視しながら名張地点の水位を計画高水位以下に抑えるため、３ダム連
携操作を実施し、名張市街地約１,１８０世帯の浸水被害を回避

標準的な洪水調節

（一定の洪水以上の流量を貯めこむ操作）
水資源機構が実施した連携操作

（3ダムで連携し、洪水を大幅に貯めこむ操作）

今回操作

比奈知ﾀﾞﾑ 青蓮寺ﾀﾞﾑ 室生ﾀﾞﾑ

流入 流入 流入

周辺流域周辺流域

はん濫危険水位 7.60m

名張市街の
浸水を回避

名張川の
流量を低下

・ 名張上流３ダムの連携操作
を行い、放流量をこれ以上増
加させない操作を実施！

計画高水位 7.99m

比奈知ﾀﾞﾑ 青蓮寺ﾀﾞﾑ 室生ﾀﾞﾑ

流入 流入 流入

周辺流域周辺流域

洪水
調節

名張市街で
浸水の恐れ

周辺流域の流出増
流出ﾋﾟｰｸの重なり

はん濫危険水位 7.60m

計画高水位 7.99m

・ 標準的な洪水調節では、
名張市の浸水被害を回避
できない！

名張市街地周辺の河川イメージ

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

洪水リスクへの対応事例 （台風18号（平成21年10月8日）における名張３ダムの洪水調節 ② ）

名張川 名張地点の状況
10月8日 6:34撮影

《３ダム連携操作》
◆午前３時、４時、５時の降雨や
ダム流入量等から名張地点水
位を予測

◆ ３ダムの容量をフル活用して
名張地点水位を抑える統合操作
を短時間で検討・判断

◆関係機関と連絡調整し、河川
管理者（国土交通省）の指示に
基づき操作

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00

河
川

水
位

(m
)

計画高水位 7.99m

約１．５ｍ
水位低下

予
測
①

予
測
②

予
測
③

はん濫注意水位

名張地点水位の変化
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■平成２１年１０月２０日、名張市長から「台風１８号では３ダムの迅速かつ適切な統合操作により市民を
守っていただいた。市民を代表して感謝の意を表します。」とのお言葉と感謝状。

※平成２１年１１月１２日の奈良日日新聞コラム欄でも３ダム統合操作が紹介された。

名張市長より感謝状授与

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

洪水リスクへの対応事例 （台風18号（平成21年10月8日）における名張３ダムの洪水調節 ③ ）

感謝状授与は、
「今回の雨は、昭和34年の伊勢湾台風の時と同じような豪雨であり、伊勢湾台風
の時には、名張市では十人以上も亡くなり、家屋も三百軒以上も流出･全壊し、千
数百軒が床上浸水するような被害を受けた。今回は被害が全くと言っていいほど
無かった。これは、ダムのおかげだ、ダムに感謝しなければならない。」
と何人もの市民の方々から声があったことが発端とのこと



14

水資源機構のリスク管理策

★ 一般への情報発信

・ 節水の呼びかけ

平成20年度早明浦ダム上流域の雨量と利水貯水率
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日
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取水制限
の期間

上
流
域
雨
量

利
水
貯
水
率 平成２０年

既往平均

● 吉野川水系水利用連絡協議会

委員会
会長：四国地方整備局長
委員：水機構ほか９機関(14部署）

幹事会
幹事長：四国地方整備局長
幹 事：水機構ほか９機関(26部署）

利水者間の水利用の
調整を実施

★ 利水関係機関への情報発信

徳島県、香川県に毎日水源流況を提供

■渇水リスクに対しても、リスク管理によりその被害の軽減化を図る取り組みを行っている。

● 渇水情報の提供

・ ホームページでの水源情報発信

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

渇水リスクへの対応事例 （平成２０年度吉野川の渇水対応 ① ）

①関係者調整→渇水調整 ②リスク情報の積極的提供→渇水情報提供

渇水の発生

③施設管理対応→水の有効活用
次項

H20降水量

平年降水量

H20貯水量

平年貯水量

凡例

利水貯水０％
(20日間)

取水制限期間
(124日間)

ダム管理開始以降
最も少ない降水量

節水啓発看板 車ステッカー

ホームページでのホームページでの
水源情報発信水源情報発信

早明浦ダムライブカメラ
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■取水制限期間中、昼夜を問わずダム、水路のきめ細かな水管理により水の有効利用を行った結果、
渇水被害の軽減に貢献できた。

降雨の有効活用

きめ細かな操作

制限日数１２４日間・最大６０％
（うち２０日間は利水容量枯渇）

水資源機構職員が２４時間体制で
きめ細かな水管理、降雨を有効活用（約４ヶ月間）

（早明浦ダム） 利水補給量の変更作業（延べ１２０回）

（池田ダム） 早明浦ダム下流の降雨を有効活用する操作（８回）

（香川用水） 送水量変更操作（取水口１４回、６４ヶ所の分水口で
延べ２１１回）

降雨時の池田ダム きめ細かな操作

約５５１万ｍ3※を有効活用することに
よって、渇水被害の軽減に貢献

※仮に香川県の給水人口約９３万５千人に配分
した場合には約１７日分の使用水量に相当

香川用水での分水口操作

渇水時の早明浦ダム

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

渇水リスクへの対応事例 （平成２０年度吉野川の渇水対応 ② ）

③施設管理対応→水の有効活用
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発 生 平成19年５月13日(日)
14時頃

漏水量 約0.2m3/s
原 因 設計時の想定を上回る地盤沈下により、管の変形

を吸収する部分のゴム部が劣化・破断。
対応策 漏水の発生した管の敷設替

山口調整池

筑
後
川

→

福岡導水施設の概要福岡導水施設の概要

→

○ 佐賀東部水道企業団
・ 水道用水 0.093m3/s

○ 福岡地区水道企業団
・ 水道用水 2.071m3/s

漏水箇所

×

＜事前に取られていたリスク管理対策＞

● 回避策 → 施設点検・巡視

● 転嫁策 → 施設保険への加入

● 軽減策

① 利水者を含めた連絡網の作成

② 利水者を含めた事故時のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

③ 復旧に要する備蓄資材の確保

④ 復旧対応業者との協力体制確保

リスク管理リスク管理

＜漏水発生後に取られた措置＞

① 13日16時 利水者等への連絡

（日曜のため、連絡が取れなかった可能性もあり）

② 事故時のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

・ 対応策の早期決定 → 断水の回避

（利水者水源の活用・山口調整池からの送水）

③ 備蓄資材の活用 → 復旧時間の短縮

（管作成から実施すれば約４ヶ月の期間が必要）

④ 復旧対応業者との協力→ 復旧時間の短縮

給水が中断された場合には、給水先
約２３３万人に被害が及ぶ可能性

漏水による道路の陥没 管の破損状況

７
日
間
で
仮
復
旧

※復旧までに４ヶ月を要したことが想定され、
その間、10％の給水制限がなされたと仮定

仮に事前のリスク管理がなければ･･･被害額は約４０億円

■事前のリスク管理対策が有効に機能し、漏水発生後、早期の復旧を実施。被害発生を回避できた。

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

施設事故リスクへの対応事例 （平成１９年５月の福岡導水施設における漏水対応）

有効に機能
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■突発的に発生する事故に対しても迅速な復旧を行うため、全国の施設における管理経験に基づき、事
前の備えとしての資材備蓄、防災訓練によるシミュレーションを行うとともに、発災時には機構の組織力を
生かした迅速な対応を実施

資材搬入

資材搬入

資材搬入

資材搬入

油対策状況油対策状況

農業用水と水道用水を供給する群馬用水への
油流出事故が発生。

流出した油を回収するために、大量の資材（オ
イルマット）が緊急的に必要となったが、機構事
業所の広域ネットワークを活用し、北関東の各事
務所が協力し、大量のオイルマット等を現地に搬
入することで、利水者の影響を最小限にとどめる
ことができた。

群馬県

埼玉県

群馬用水

群馬用水

矢木沢ダム
奈良俣ダム

利根川上流部で流出
した油が流下。

機構から国、県等の
関係機関へ迅速な連
絡を行うとともに、その
対応にあたった。

対応については、機
構のみならず、国、県、
電力会社が連携し、オ
イルフェンス、吸着マッ
トを設置し、被害の拡
大を防止した。

なお、発生から長期
にわたり油臭が生じて
いたため、機構は、５
月末まで施設巡視を行
い、利水者への情報提
供を行った。

油膜発生

H20.2.12 利根川上流での水質事故対応 H20.6.17 群馬用水での水質事故

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

水質事故リスクへの対応事例（水系単位での水質事故、施設内の水質事故）
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■震度4以上の地震が発生した場合は、直ちに参集し、概ね3時間以内に施設の1次点検を完了した上

で利水者や関係機関に報告することとしており、施設被災による供給影響や、溢水や陥没等による第三
者への二次災害等の早期発見を行う体制を整備している。
■次いで２次点検を２４時間以内に実施し、詳細な被災の有無、補修の要否を判断することとしている。

地震発生

一次点検

二次点検

復旧活動

目視による外観点検

詳細な外観点検
計測による点検

参集 1時間以内

3時間以内

24時間以内

全職員(概ね15人/ 管理所)の参集

•地震発生から短時間で施設の点検が行えるように、土木、機械、電
気等の専門的な知識を持ち、建設から管理まで幅広い経験を積んだ、
高い専門技術力を持つ職員を管理所に配置。

H21.8.11 駿河湾を震源とする地震の対応

震度分布図

•5:07に駿河湾を震源とする最大震度６弱の地震に、震
度４以上を観測した中部支社管内４施設で対応を行った。
早朝の発生にもかかわらず、職員が直ちに参集し、施設
の点検を早期に完了させた。

三好町三好

尾張旭市東大道町

守山区下志段味

新城市作手高里

浜松市北区三ヶ日町

大野頭首工

愛知池

牟呂松原頭首工

豊川用水

愛知用水

愛知県

静岡県

•愛知用水や豊川用水といった水路施設は点検範囲が
広いため、参集した職員を適切に配置することで、早期
に異常のないことを確認することができた。

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

地震による被災リスクへの対応事例（平成２１年８月の駿河湾地震時における対応）

地震リスクの管理体制 対応事例
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地上落下等への対応
↓

１７事務所で常駐対応

ダム湖内毒物回収ダム湖内毒物回収

不審者対応実習不審者対応実習 警察による講話警察による講話

本部対応本部対応

訓練実施例

関東管内

本 社

国土交通省
（土地・水資源局）

北朝鮮飛翔体への対応

４支社局

連絡体制を確保

訓練の実施

○ ダム湖内への毒物投棄を想定した訓練
○ 施設への爆発物設置を想定した訓練
○ 管理所への不審者侵入を想定した訓練

→訓練では警察、消防、市町村等 関係機関と連携
→対応に係る勉強会や対応実習、机上訓練も実施

情報伝達

情報伝達

■テロ等の事件に対しても迅速な対応を行うため、関係機関と連携した訓練を実施
■北朝鮮による飛翔体発射時には、防災態勢を発令し、これに対応

○ 飛翔体による施設への被害対応のため２日間に

渡る防災態勢を発令
○ 機構関東施設を中心に対応

①水資源機構の業務におけるリスクとそのマネジメント

テロ等リスクへの対応事例 （平成２１年４月の北朝鮮飛翔体における対応）

リスク管理体制 対応事例
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②水資源機構にとっての内部統制とは

･･･与えられた公共公益的な使命を的確に果たすための仕組み

■水資源機構にとっての内部統制とは、水の安定供給及び洪水被害の防止という公共公益的な使命を
的確に果たすための仕組であると考えている。
■このため、「安全で良質な水を安定して安くお届けする」という経営理念と、「公魂民才」の経営方針に
基づき、効率的な業務運営とお客様との信頼の構築に努めている。

経営方針

信頼の構築

利水者

事業地域
住民

水源地域
住民

施設周辺
住民

サービス
（利益）

ニーズの
把握

国民へ還元

社会の要請

的確に素早く対応

的確に素早く対応

徹底したコスト縮減

計画的で的確な事業の
実施・施設の管理

環境保全への配慮

危機管理

説明責任の向上

機動的な組織運営・
効率的な業務運営

事業関連地域・
関係機関との連携促進

水資源機構

社会
・

国民

公魂民才
こう こん みん さい

･･･公共公益的な使命を
民間企業的経営感覚で

経営理念

安全で良質な水を安定して安くお届けする安全で良質な水を安定して安くお届けする

総合力に優れた水のプロ集団として利
水者・国民のニーズに応えるため、以下
の取組を継続的に実施します。

1. ライフサイクルコストの観点も含めたコス
ト縮減

2. 円滑な事業実施のための関係機関との
連携

3. 水質を含めた環境の保全に関する配慮
4. ライフライン確保等の観点からの適切な

危機管理
5. 水源地域の保全・活性化等
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水資源機構

水資源開発
基本計画

（閣議決定）

事
業

実
施

計
画

施
設

管
理

規
程

（主
務

大
臣

が
認

可
）

中期計画

（５年間）

②個別法に基づく関与

①通則法に基づく関与

主務大臣評価委員会

水機構の
個別事業

中期目標指示
中期計画認可 中期計画認可申請

年度計画届出
報告

評価

意見

③水資源機構のガバナンス

水資源機構のガバナンス（国の関与）

■水資源機構に対する国の関与には、
①独立行政法人通則法に基づく関与
②独立行政法人水資源機構法（個別法）に基づく関与
があり、法人の業務、組織運営面のみならず、個別事業における国のガバナンスが確保されている。

年度計画

事業評価
（「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に則り、各主務省が要領、マニュアル等作成）

管理事業

完成後

建設事業

建設事業
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水 資 源 機 構

主 務 省

主務大臣（国土交通大臣）

理事長

役員会

外部委員を含む
内部統制関連の

委員会

倫理委員会

契約監視委員会

入札監視委員会

監事

独立行政法人評価委員会

監査

監査

連携

任命・解任 任命・解任 選任・解任

現場事務所

意見、勧告等

政策評価・独立行政法人評価委員会（総務省）

内部監査本社（監査室を除く。）
総合技術センター

支社・局

監査室

連携

連携

監査体制

監視

会計監査人

③水資源機構のガバナンス

水資源機構のガバナンス（チェック体制）

■主務省によるチェックの他、監事、会計監査人及び監査室が連携した監査の実施、倫理委員会をは
じめとする外部委員を含む委員会による監視等、適切な業務執行のためのチェック体制を整えている。

会計検査院
会計検査

報告評価
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副理事長、理事

理事長

監事

職 員

役員会（毎週）
⇒重要事項の審議、報告
を行う。

支社局長等会議（月２回程度）
⇒情報の共有及び各支社局管内の
状況を交換することにより、機構の
方針の浸透を図る。

各支社局長

各現場事務所長 所内会議（随時）

本社部・室長等

意思決定

管内所長会議（随時）

必要に応じて参加

※構成メンバーは、関係する役職員である。

⇒各支社局管内における一般的な問
題点の共有を図る。

⇒事務所内における問題点の共有を
図る。

③水資源機構のガバナンス

水資源機構のガバナンス（意思決定）

■トップ（理事長）の考えを実際に業務を行う現場職員までどう結びつけるかが重要。

■情報を組織全体で共有し、全社が一丸となった組織運営を図るため、各層にわたる会議等の他、役
員が直接職員の意見を聴く「理事ヒアリング」を全ての事務所において実施。

理事ヒアリング（年１回）
⇒役員が全事務所へ赴き、直接
職員の意見を聞くことで、課題等
を把握、一体となって対処。

リスク管理委員会等の
内部委員会
⇒目的毎に審議、検討、
決定を行う。（※）
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④顧客満足度の向上に向けて

顧客満足度向上のＰＤＣＡサイクル

■公団時代からの個別事業ＰＤＣＡサイクル、独立行政法人のＰＤＣＡサイクルに加え、水機構独自の経
営方針に基づく、顧客満足度向上のためのＰＤＣＡサイクルを有している。

個別業務実施の
PDCAサイクル

独立行政法人の
PDCAサイクル

事業実施計画、
施設管理規程、
予算要求

建設・改築事業、
管理業務

主務省監督、
予算執行管理、
会計検査、内部監査

計画変更、
改善措置

中期計画、
年度計画

評価委員会評価
会計監査人監査

評価結果の反映、
改善措置

業務運営、
組織運営

DO
顧客満足度
向上活動、
フォローアップ

アンケート反映、
改善措置

ACTION

利水者アンケート
トップコミュニケーション
水源地域等の意見・要望等把握

CC
HH
EE
CC
KK

業務目標

PP
LL
AA
NN

顧客満足度向上の
PDCAサイクル

（水機構独自）
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④顧客満足度の向上に向けて

顧客満足度向上に向けた年間の取り組み

■年間を通じて、利水者等との密接な連絡・調整や情報提供の徹底を実施
■加えて利水者アンケート、トップコミュニケーション等の取り組みを実施し、次年度業務へ反映

利水者との密接な
連絡調整

利水者との密接な
連絡調整

次年度業務計画
・概要説明
・次年度予算状況報告

年度当初打合
・当該年度施工計画・予算内訳
・次年度事業内容

当該年度執行状況説明

４月４月 春春

● 利水者アンケート

・ 毎年度実施

・ 対応、信頼性、品質、価
格等の約25項目の調査

● 水源地域・施設所在地域市町村の
意見・ 要望等把握

・ 毎年度実施
・ 各施設の管理者が市町村 等に出向きヒアリング

必要に応じて随時の
連絡・情報提供

11２月２月 冬冬

● トップコミュニケーション

・ 必要に応じて実施

・ 理事長等が各利水者に出向き
各利水者のトップと意見交換

事業費管理検討委員会（建設事業）
管理運営協議会等（管理業務）

次年度予算要求打合

次年度予算要求状況・内訳等説明
前年度の精算に関する説明1010月月 秋秋

７月７月 夏夏
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施設の管理にかかる費用と管理施設の推移（水資源機構）

39,149 39,522
38,391

37,181 36,655 37,429
36,207 35,844 36,103
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百万円

43
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51

53

施設数

管理業務の効率化に努めています。管理業務の効率化に努めています。

人件費の縮減や組織の合理化を図るほか、管理費用の
縮減を図っている。

■普段の暮らしに欠かせない大切な水を安く安定してお届けするために、管理品質を維持したままで
業務の効率性向上を図っており、管理施設が増加する中でも管理費用の縮減を達成している。

⑤その他の品質確保、効率性向上の取り組み

管理における業務の効率性向上

特別経費
老朽化した施設・設備の整備や更新など適正
な施設維持などのために要する経費

通常経費
施設のメンテナンスや洪水調節、用水の安定供
給など恒常的な管理のために要する経費

事務費等
人件費など施設管理を行うために必要な事務的経費

水資源機構が管理す
る施設数の推移

管理施設が増加する中、管理費用を縮減管理施設が増加する中、管理費用を縮減

施設管理費用と管理施設の推移

● 職員による設備点検

● 汎用品使用による設備のスリム化

● ゲートなどの塗装の見直し

● 河川ゴミの処理方法の見直し

設備点検に職員が加
わることで、委託作業員
の員数を見直し。

職員の技術力向上も。

点検業務費を約34%縮減

ハードウェアーの高性
能化等により、管理用制
御設備や運転監視設備
等に汎用品を使用するこ
とで、施設をスリム化。

工事費を約30%縮減

塗装剤を、塩化ゴム系塗料からフッ素樹脂
系塗料に変更。

・ 耐久性の向上（８年→12年）
・ ライフサイクルコストを約27%縮減

河川にたまったゴミ処理を、従
来の産廃処理から、分別し自治
体の焼却施設で処理。

・ 焼却施設での余熱利用
・ 産廃処理費を約35%縮減
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■日頃より施設状態を把握し、管理経験に基づく劣化予測を行い、更新サイクルの最適化を行うス
トックマネジメントを行うことで、施設の長寿命化によるコスト縮減と事故リスク低減を図っている。

調査・診断

部分的な補修

補修・改築

既設管の補強目視による点検・診断

超音波による管水路の調
査

老朽化した施設への対応
高い技術力を駆使し単純に更新するのではなく、
施設の調査診断・評価を行いライフサイクルコ
ストが最も経済的となる対策時期及び対策工法
を検討し、補修・補強等を行う。

↓
維持管理コストの長期的な縮減

施設の長寿命化・コストの縮減施設の長寿命化・コストの縮減

施
設
機
能

経過年数

経過年数

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト

補修 更新 更新
補修 補修

更新
更新

更新

補修 補修

補修

長寿命化長寿命化

コスト縮減

管理施設の管理経過年数（平成21年度当初）

51 48 46

37
31 29

24
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1年～ 5年～ 10年～ 15年～ 20年～ 25年～ 30年～ 35年～ 40年～ 45年以上

経過年数

施設数

⑤その他の品質確保、効率性向上の取り組み

施設保全の最適化を目指して･･･ストックマネジメントの取組
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⑥コンプライアンスの確立への取り組み

水 資 源 機 構

第
三
者

職 員

教育・啓発等

理事長に直結

報告

チェック

チェック

相談

相談

コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 責 任 者

倫 理 委 員 会 （ 外 部 有 識 者 を 含 む ）

監 事

コ ン プ ラ イ ア ン ス 専 門 窓 口
（内部）本社総務部総務課
（外部）弁護士

評 価 委 員 会

（
機
構
・
旧
公
団
退
職
者
を
含
む
）

① コンプライアンスの基本理念として役職員の行動の道標となる「倫理行動指針」を職員総参加で策定し、徹底することを
通じて水資源機構におけるコンプライアンスの徹底を内外に表明している。

② 外部有識者を含む倫理委員会を設置するとともに、専門職員の随時の監事監査の補助など監事の機能を強化し、チェック
機能の確保を図っている。

③ コンプライアンス推進責任者を設け、職員に対するコンプライアンスに関する教育や啓発等を行うとともに、コンプライ
アンス通報専門窓口を設置し、職員のみならず第三者からも通報を受け付けることでコンプライアンスに反する事案の把握
に努めている。万が一、コンプライアンスに反する事案が確認された場合は、理事長を中心に迅速かつ適正に対処している。

水資源機構のコンプライアンス強化への取組

■水資源機構では、コンプライアンスへの社会的要請の高まりに応えるとともに、業務運営の一層の適
正化を図るため、以下のとおり、コンプライアンスを確立する取り組みを行っている。

理 事 長

評価
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■水資源機構の財務諸表は、財務会計省令、独立行政法人会計基準等に基づき作成され、その適正
性については法令に基づく監査等により担保されている。

■また、財務内容については、市場等を通じて、その信頼性を確保している。

●財務会計省令、独立行政法人会計
基準等に基づき作成

●作成プロセスの最適化

作成 評価 開示
～開示前～

●記載内容の適正性についての評価

①監事及び会計監査人による監査

②国土交通大臣による承認

承認にあたって

～開示後～

●財務内容の信頼性についての評価

・評価委員会の意見聴取

・厚生労働大臣、農林水産大臣及び
経済産業大臣への協議

●法令に基づく開示

①官報公告

②事務所備え置による開示

●水資源機構独自の開示

①ＨＰにおける開示

②投資家への決算説明

独立行政法人通則法、独立行政法人水資源機構法、補助金等に係る予算の適正化に関する法律

独立行政法人水資源機構法施行令、独立行政法人水資源機構の財務及び会計に関する省令

独立行政法人会計基準、企業会計原則

独立行政法人水資源機構会計関連諸規程

①会計システムを活用し、全ての会
計データを統合的に管理

②会計システムを構成する経理シス
テムにより、予算の執行状況を常時
把握

③会計システムを構成する固定資産
管理システムにより、固定資産の状
況を常時把握

－関係法令等－

①格付け会社の格付けによる信頼性
の確保

②決算説明会、ＩＲ活動を通じての信
頼性の確保

⑦財務会計での信頼性確保



30

情報セキュリティ規程と組織

実施
手順

※「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準」

⑧ＩＴにおけるリスクマネジメント、業務効率化

対策
基準

基本
方針

水資源機構情報セキュリティポリシー実施要領

水資源機構情報セキュリティポリシー実施規則

水資源機構情報セキュリティポリシー

■情報セキュリティ規程と体制を整備し、ＩＴにおけるリスクマネジメントを行う一方、情報対策委員会に
よってＩＴ技術による業務の効率化体制を整備している。

委員会

セキュリティ
実施体制

統括情報セキュリティ責任者

システム管理者

システム補助管理者
・担当者

情報セキュリティ責任者

情報セキュリティ管理者

情報セキュリティ担当者
システム担当課長

・現場担当

最高情報セキュリティ責任者
情報対策委員会委員長
情報統括責任者（ＣＩＯ）

最高情報セキュリティ
アドバイザー

情報セキュリティ
監査責任者

各小委員会

役員会

情報対策委員会

情報対策委員会

・・・

情報対策委員会

役 員 会

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
小
委
員
会

ア
ク
ア
ネ
ッ
ト
小
委
員
会

水
管
理
ネ
ッ
ト
小
委
員
会

経
理
シ
ス
テ
ム
小
委
員
会

人
事
総
合
シ
ス
テ
ム
小
委
員
会

土
木
工
事
積
算
シ
ス
テ
ム

小
委
員
会

契
約
管
理
統
合
支
援

シ
ス
テ
ム
小
委
員
会

技
術
情
報
提
供

シ
ス
テ
ム
小
委
員
会
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■監事、会計監査人の監査に適切に対応するほか、理事長の指示に基づく内部監査を実施している。

⑨監査（監事、内部、会計監査人）

連携

・監査計画打合せ
・ディスカッション
・期中監査結果打合せ
・監査結果報告会

監事監査

● 常勤監事2名
● 各事業所は少なくとも3年に1回実地監査

● 毎年度財務諸表に関する意見

機構の事務・事業執行状況のほか、
財務諸表の適正表示を監査

会計監査人による監査
財務諸表等について適正に作成・表示され
ているかを監査

● 理事長とのディスカッション
● 本社・各事業所の往査
● 財務部との決算事前打合せ

水
資
源
機
構

内部監査

機構の事務・事業が適正に
執行されているか否かを監
査

●監査室（専任）4名

●監事監査と調整して
各事業所の実地監査




